
スマートごみ収集

〇産業廃棄物を処理を委託する事業者は、適正な運搬・処理の確認を目的
として、引渡し時に「マニフェスト」の交付が義務付けられる。

〇電子マニフェスト交付の場合も、排出者と運搬業者が「現場立会」し、
運搬業者の電子端末上の事前入力マニフェスト（仮登録）情報を、排出
事業者が確認・登録することが基本となっている（現場登録支援機能）
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①運搬事業者が新規導入するIoTごみ収集車により、廃棄物と収集運搬のデータを自動取得。
②同事業者が運用中の廃棄物情報管理システムと連携させることで、産業廃棄物の運搬・処理に関する信頼性
の更なる向上を図る。また、引渡し時の｢現場立会の省略」及び｢排出者の確認・登録の簡略化」により、
電子マニフェスト登録を自動化！

③ ｢地区の廃棄物発生量やリサイクル率の見える化｣により、資源循環型都市づくりを加速！
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地区内の廃棄物発生量や
リサイクル率を見える化！

〇産業廃棄物処理委託では、排出事業者は引渡し時にマニフェストを交付しなければならない。(廃棄物処理法第12条の3)

〇電子マニフェスト登録の場合、排出事業者と運搬業者が「現場立会」し、運搬事業者の電子端末上の事前
入力マニフェスト（仮登録）情報を「排出事業者が確認し、登録」することが基本。(JWNET_HP/現場登録支援機能操作ﾏﾆｭｱﾙ)

⇒ 運搬事業者の｢IoTごみ収集車｣と｢廃棄物情報管理システム｣を連携させ、引取り時に、同システムから
排出者の端末へ｢プッシュ通知⇒承諾｣を行うことで、現場立会なく電子マニフェスト登録の自動化を可能に！

データ連携基盤
取得

データ

運搬事業者が事務所で
収集予定のマニフェスト
情報を仮登録

排出現場で運搬業者
が廃棄物数量を
スマホ入力

排出事業者が運搬業者の
スマホで仮登録情報を確認
し、暗証番号を使って登録

電子マニフェスト（現場登録支援機能）の流れ

環境・エネルギー分野

規制改革提案

（参画企業：㈱西原商事）
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東田スマートミュージアム
観光・商業分野 規制改革提案

多種多様な
通信技術を活用し

スマート化！

高速
PLC

高速PLC（Broad Band Power Line Communication）
（国立大学法人 九州工業大学、HD-PLCアライアンス、九州計測器㈱）

規制改革

一般送配電網以外（自営送配電網）における
家屋に付随する分電盤に接続された電力線に
おいても利用可能とする。

高速PLCの使用は、
一般送配電網における家屋に付随する分電盤に
接続された電力線のみに限定されている。

（電波法施行規則第44条第2項第2号）

現 状

提 案

・資源回収BOXに
LPWAセンサ設置

・投入量を可視化し、
遠隔でモニタリング
効率的な回収を実現！

COVID-19分野
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